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1．はじめに

近年の日本では，就業ニーズや就業形態の多
様化の進展に伴い，個人と組織の関係に変化が
生じてきていることが指摘されている（厚生労
働省，2006，2011；労働政策研究・研修機構，
2007a, 2007b, 2008；佐藤編，2004；生命保険文
化センター編，2001）。このような状況の中で，
組織はその存続・発展のために，多様な労働者
との間に良好な関係を構築し，維持・向上に努
める必要がある。そのため，組織には個々人の
ニーズや視点を理解する努力が求められる。同
時に，組織の取り組みや対応が働く人々にどの

ようなものとして認識され，どのように受け止
められているのかについて把握することが今ま
で以上に必要になってくる。働く人々の組織に
対する評価や意見を反映した概念や指標は理論
的・実践的にも，その重要性は今後ますます高
まることが予想される。そこで，本稿では，働
く人々の視点を重視し，組織の従業員に対する
取り組みや対応への彼ら・彼女らの評価を表
している「知覚された組織的支援（Perceived 
Organizational Support：以下 POS）」という
概念に焦点を当てる。

POS は Eisenberger, Hungtington, Hutchison
ほか（1986）によって提唱された概念であ
り，働く人々の態度や行動だけでなく個人と
組織との関係性を理解するための理論的視座
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として近年高い注目を集めている（Aselage & 
Eisenberger, 2003）1。POS とは，組織による
従業員への支援について彼ら・彼女らが抱く
全般的な信念であり，個人と組織との関係性
の質を表す概念とも言われている（Liu, 2009；
Masterson, Lewis, Goldman ほか，2000；Roch 
& Shanock, 2006）。POS が提示されたことに
より，社会的交換の観点から働く人々が組織に
対するコミットメント（組織コミットメント）
を抱くプロセスや組織のためにさらなる努力を
するようになるプロセスを説明することが可能
となったのである。

労働の多様化の進展により従来型の個人と組
織との関係が揺らぐ中，組織はその存続・発展
のために，どうすれば多様な労働者との間に良
好な関係を築けるのか，どうすれば彼ら・彼女
らから高いコミットメントを引き出し組織のた
めに貢献してもらえるのかといった問題に直面
することになる。このような問題にアプローチ
するにあたって，社会的交換理論を理論的基礎
とした POS は，個人と組織との間の関係性の
質を表すだけでなく，関係性が構築されるプロ
セスを働く人々の視点から説明することが可能
な概念である。また，就業ニーズの多様化が指
摘されており，将来的には，安定的な長期雇用
を前提とした従来型の人材マネジメントのみで
は，働く人々の多様化に対応することは困難に
なることが予想され，多様性を吸収するための
人事制度や施策・仕組みの必要性が増大する。
そのため，労働者個々人のニーズや視点のみな
らず組織の従業員への扱いや取り組みに対する
評価を反映した人材のマネジメントが今まで以
上に求められてくる。POS は働く人々の視点
に注目する概念であり，特に組織の取り組みや
対応が働く人々にどのように評価されているの
かを表しているため，多様性の吸収を目指した
HR 施策や仕組みを必要とする多様化時代の人
材マネジメントに対しても有益な示唆を提供す
ることが期待できる。

本稿が POS に注目する理由は，個人と組織

との関係性の考察における有用性の高さに加
え，職務満足や組織市民行動（Organizational 
citizenship behavior：以下OCB），常習的欠勤，
離転職などの個人のみならず組織の両者にとっ
て有益な結果を導くことが経験的に確認され
ているためでもある（Rhoades & Eisenberger, 
2002；Riggle, Edmondson & Hansen, 2009）。
たとえば，Riggle, Edmondson & Hansen（2009）
によるメタ分析を通じて，POS は組織コミッ
トメントの分散の 50.4％を説明し，職務満足の
分散の 37.2％を説明することがわかっている。
同様の結果は，Rhoades & Eisenberger（2002）
によるメタ分析の中でも示されている。この
ように POS は理論的・実践的にも極めて重要
な職務態度や行動の強力な説明要因であること
が経験的にも確認されている。メタ分析が実施
されることによって経験的研究の知見の整理や
結論の一般化に向けた試みはなされているが，
POS の変化や影響の論理に関する体系的な整
理は十分になされているとは言えない状態であ
る。個人と組織の双方にとって肯定的な影響を
もたらすことが経験的に確認されている POS
をどのような要因がどのようなロジックで高め
るのかを先行研究の整理を通じて検討すること
は，今後の POS 研究の方向性を提示しうるも
のであり，今後の POS 研究の発展に高い貢献
が期待できる。

そこで，本稿では，POS の理論に関する整
理を行うために，まず POS とはどのような概
念として位置づけられているのか，測定尺度と
してどのようなものが存在するのかを確認す
る。次に POS を説明する理論である組織的支
援理論（Organizational Support Theory：以下
OST）について整理を行う。特に OST の中で，
先行変数から POS への影響のみならず POS か
ら結果変数への影響の論理についてどのよう
な説明がなされているのかを確認する。続い
て，POS の先行変数と結果変数についての経
験的研究から得られた主たる発見事実の整理を
行う。最後に，先行研究の整理をもとに，POS
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の先行変数から結果変数までの影響過程を包括
的にモデル化するとともに，今後の課題につい
て考察する。

2．POSの定義，測定尺度，概念の弁別性

2.1　POSとは
POS は従業員が抱く組織に対するコミット

メント（組織コミットメント）の発達を説明
するために開発された概念であると同時に，組
織の従業員に対するコミットメントを個人側
の観点から描写する概念でもある（Hutchison, 
1997a；Shore & Wayne, 1993；Wayne, Shore 
& Liden, 1997）。Eisenberger & Stinglhamber

（2011）によれば，POS とは「従業員の貢献を
組織がどの程度評価しているのか，従業員の
well-being2 に対して組織がどの程度配慮して
いるのかに関して，従業員が抱く全般的な信
念：a general belief concerning the extent to 
which the organization values their contribu-
tions and cares about their well-being（p.26）」
のことである 3。なお，POS を考察しているほ
ぼすべての研究がこの定義を採用しているた
め，統一的な定義のもと研究蓄積がなされてい
るといえる。

POS の概念としての特徴は，組織から提供
される特定の援助（benefits）に対する信念
ではなく，従業員に対する組織からの支援に
ついて形成される全般的な信念という点であ
る（Eisenberger et al., 1986；Eisenberger & 
Stinglhamber, 2011）。また，定義からも明らか
なように，POS は自分自身の貢献に対する組
織からの肯定的な評価という側面と組織によ
る自身の well-being への配慮という側面の論
理的には異なる 2 つの側面を含んでいる。しか
し，働く人々は異なる 2 つの側面を統合して単
一の知覚として形成するものと考えられている

（Eisenberger et al., 1986）。

2.2　 組織的支援検査（Survey of Perceived 
Organizational Support）の妥当性

Eisenberger & Stinglhamber（2011）が「POS
研究の 95％以上が測定尺度として知覚された
組織的支援検査（Survey of Perceived Orga-
nizational Support：以下 SPOS）を使用して
いる（p.28）」と述べているように，SPOS が
POS を把握する唯一の測定尺度といえる。こ
の SPOS は，様々な状況や場面での組織による
従業員に対する評価的な判断を測定するために
Eisenberger et al.（1986）によって開発された
ものであり，36 項目からなる測定尺度である。

Eisenberger et al.（1986）は POS の測定尺
度としての信頼性を検証するために，9 つの組
織から収集した361名のデータを用いて，まず，
主成分分析ならびに因子分析を行い POS の単
一次元性（unidimensionality）を確認している。
続いて，項目間の内的一貫性を確認するために
信頼性分析を行い高い信頼性（α ＝ 0.97）があ
ることを確認している。これらの分析結果をも
とに，Eisenberger et al.（1986）は，従業員に
対する組織からのコミットメントに関する全般
的な信念である POS を働く人々が形成してい
ることを主張している。

SPOS の信頼性・妥当性の検証はその後も
多くの研究の中で確認されており，特に信頼
性に関してはオリジナル版のみならず短縮版
SPOS4 の高い内的信頼性を示す証拠が提示さ
れている（Armeli, Eisenberger, Fasolo ほか，
1998；Eisenberger, Fasolo & Davis-LaMastro, 
1990；Lynch, Eisenberger & Armeli, 1999；
Shore & Tetrick, 1991 など）。しかし，それら
は主に短縮版 SPOS の検証である（Rhoades & 
Eisenberger, 2002）。Eisenberger et al.（1986）
以降，36 項目からなるオリジナル版を用いて
単一次元性や内的一貫性を検証した研究は見当
たらない。そのため，オリジナル版が単一次
元として収束するという主張は Eisenberger et 
al.（1986）の結果のみに依拠したものであり，
十分な証拠に基づいた結論とは言いがたい。そ
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もそも概念自体が論理的には異なる 2 つの側面
を含んでおり，測定項目も様々な状況や場面で
の組織による従業員に対する評価を表している
ことを考慮すると SPOS の次元性についてはさ
らなる吟味が必要となろう。

2.3　概念の弁別性
ある構成概念を考えるとき，他の概念との

弁別性を確認する必要がある。POS も同様
に，多くの研究の中で概念の弁別性が検証さ
れている（Shore & Shore, 1995）。これまでの
研究を通じて，POS は感情的コミットメント

（Rhoades, Eisenberger & Armeli, 2001；Settoon, 
Bennett & Liden, 1996など），業績－報酬の期待

（Eisenberger et al., 1990），上司の支援（Kottke 
& Sharafinski, 1988），Leader-Member Exchange

（以下 LMX）（Settoon et al., 1996；Wayne et al., 
1997），手続き的公正性（Andrews & Kacmar, 
2001；Rhoades et al., 2001），分配的公正性

（Andrews & Kacmar, 2001；Loi, Hang-yue & 
Foley, 2006），組織内政治（Cropanzano, Howes, 
Grandeyほか，1997；Randall, Cropanzano, Bormann
ほか，1999など），心理的契約（Coyle-Shapiro & 
Conway, 2005；Coyle-Shapiro & Kessler, 2000），
継続的コミットメント（Shore & Tetrick, 1991；
Shore & Wayne, 1993），職務満足（Eisenberger, 
Cummings, Armeli ほか，1997）といった様々
な概念と弁別可能であることが経験的に確
認されている。これらの結果は，Rhoades & 
Eisenberger（2002）による「高い信頼性のあ
る SPOS によって測定された POS は独特な構
成概念（distinctive construct）である（p.699）」
といった指摘を支持するものである。

3． POSの形成・発達と組織的支援理論
（Organizational Support Theory）

POS 研究のレビューを通じて，組織的支援
理論（OST）が POS を説明する唯一の理論で
ありパースペクティブであることが明らかにな
った。POS の理論に関する研究蓄積が十分に

なされていないのは，概念（または変数として
の POS）への関心は 2000 年代になって急激に
高まったものの，POS の基礎となる理論への
関心があまり払われてこなかったことがその背
景にある（Eisenberger, Aselage, Sucharskiほか，
2004）。

Eisenberger たちの貢献は，新たな概念とし
ての POS だけでなく，POS の形成や性質，結
果に関する理論である OST を提示している点
である 5。この OST は，社会的交換理論と互
恵規範（norm of reciprocity）の考え方を基礎
として構築されている。そのため，OST では
従業員と組織との間での有益な成果（positive 
outcomes）の取引を通じて従業員と組織の関
係が強化されると想定されている（Eder & 
Eisenberger, 2008）。つまり，OSTでは組織（ま
たは経営者や組織を代表するような人物）から
の支援を従業員が感じれば感じるほど，その
従業員は組織に対する好意を強め，組織の目
的達成のために貢献しようとさらなる努力を
するようになると考えられている（Aselage & 
Eisenberger, 2003；Shore & Shore, 1995）。

なぜ，働く人々は組織からの支援（または
コミットメント）の認識である POS を形成す
るのだろうか。OST では，従業員は自分自身
に対する組織の評価や価値に関心を持ってい
るという前提から出発している（Eisenberger 
& Stinglhamber, 2011）。働く人々が POS を形
成する理由に関して Eisenberger et al.（1986）
は「仕事での更なる努力への報酬に対する擬人
化された組織のレディネス（準備態勢）を決
定するため，また，称賛や承認の欲求を充足
するため（p.504）」と主張している。Rhoades 
et al.（2001）では「社会情緒的欲求を充足す
るため，および，さらなる努力に対して組織
が報いる態勢になっているかを評価するため

（p.825）」とされている。同様に Eisenberger et 
al.（2004）では「社会情緒的欲求を充足するた
めや仕事での更なる努力の便益を評価するため

（p.206）」と述べられている。このように OST
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では，称賛や承認などの社会情緒的欲求を充足
したり，組織に対するさらなる努力を投入する
ことの価値を見積もったりするために働く人々
は POS を形成すると考えられている（Eder & 
Eisenberger, 2008；Eisenberger, Armeli, Rex-
winkel ほか，2001；Eisenberger et al., 1986；
Eisenberger et al., 1990；Eisenberger et al., 
1997；Eisenberger et al., 2004；Eisenberger & 
Stinglhamber, 2011；Eisenberger, Stinglhamber, 
Vandenbergheほか，2002；Rhoades et al., 2001；
Rhoades & Eisenberger, 2002）。

では，どのようにして働く人々の POS は高
められるのであろうか。OST の主張を簡潔に
示すと，組織による好意的な扱い（favorable 
treatment）がPOSを高めるということになる。
組織による好意的な扱いは，従業員に対する肯
定的な評価（positive valuation）や好意的な配
慮（positive regard）または善意（benevolent 
intent）の表明として位置づけられている。ま
た，組織からの肯定的な評価は，承認や尊敬，
親和，情緒的な支援などの社会情緒的欲求を
充足するだけでなく，組織はさらなる頑張り
に応じて報酬を与える意志があることや，よ
りよい仕事を行えるように資源を提供する準
備が整っていることの表れでもあると OST で
は考えられている（Eisenberger et al., 2004；
Eisenberger & Stinglhamber, 2011）。このよう
な OST の考えに従うと，承認や尊敬などの社
会情緒的欲求を充足するような機会や組織の取
り組みがPOSを高めるということになる。また，
よりよい仕事を行えるように組織は未来の資源
を提供する準備が整っていることを認識するこ
とができるような組織の対応や機会を通じても
POS が高まるのである。加えて，従業員の努力
を評価し，さらなる頑張りに応じて報酬を与え
る意志があることを表すような組織の対応や取
り組みも POS を高めることになる。要するに，
組織（または組織のエージェント）の行為や対
応の背後に肯定的な評価や好意的な関心を見い
だすことによって働く人々は組織からの支援を

感じる，つまりは POS が高まるのである。
続いて，OST の中で論じられている POS

の発達に関する主張について整理する。POS
の発達に関する主要なテーマは，先行変
数と POS との関係を調整する要因（モデ
レータ）についての議論である。たとえば，
Eisenberger et al. （2004）は「POS の発達は
従業員による組織の擬人化によって促進され
る（p.207）」と述べている。つまり，組織の文
化や価値観，慣習のみならず組織（または組織
のエージェント）の取り組みや対応の意味を理
解するために，働く人々は組織を人間として捉
えようとするのである（Levinson, 1965）。そ
して，日ごろ行っているパーソナリティを理解
する方法を用いて，組織の行為の説明や予測に
役立つと思われる人間のような性質を組織に帰
するのである（Eisenberger et al., 2004）。以下
では，Eisenberger & Stinglhamber（2011）の
中で提示されている先行変数の POS への影響
を調整する要因（モデレータ）の中でも主要な

「組織の擬人化」，「組織的裁量」，「組織的誠実
さ」，「組織的体現」について簡潔に整理する。

3.1　 組織の擬人化（Personification of the 
Organization）

OST における「組織の擬人化」とは，働
く人々は組織のことをパーソナリティ（人
格）や動機を持ったひとりの人間として捉え
ているという考え方のことである（Aselage & 
Eisenberger, 2003；Eisenberger et al., 1986）。
働く人々は，組織の自分たちに対する扱いや取
り組みを，個人的な動機を持った一個人として
の組織エージェントによる行為の結果としてで
はなく，上級管理職によって受け継がれ，自分
たちの上司によって実行されている価値観や
目標による強い影響を受けたものとしてみな
す傾向がある（Eisenberger & Stinglhamber, 
2011）。働く人々は，組織の行為の理由を理解
するために日常でのパーソナリティを理解する
方法を用いて，持続的な特性や動機を組織に帰
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することで組織の中にパーソナリティを見出そ
うとするのである。OST では，このような人
間が有するような性質を組織に帰する従業員の
傾向によって POS の形成が促進されると考え
られている（Aselage & Eisenberger, 2003）。

3.2　 組織的裁量 
（Organizational Discretion）

Eisenberger & Stinglhamber（2011）では「OST
における中心的な信条（tenet）は，好意的な
扱い（favorable treatment）が，環境による
強制ではなく自由裁量によるものだとみなされ
た場合に限り，POS に貢献するということで
ある（p.44）」と述べられている。このように，
OST における「組織的裁量」とは，組織によ
る好意的（または非好意的）な対応や取り組み
は，組織の裁量によるものであると従業員に
みなされている程度に応じて POS に寄与する
という考え方である（Aselage & Eisenberger, 
2003；Eisenberger et al., 2004；Eisenberger & 
Stinglhamber, 2011）。OST では，働く人々は
好意的な対応が提供されたコンテクストを考慮
に入れてその対応が自分たちに対する好意的な
志向性（orientation）によるものなのかどうか
を推論していると想定されている。そのため，
仕事経験が POS に寄与する程度は，組織の取
り組みを政府による規制や労働組合との契約な
どの制約によって行われているというよりはむ
しろ，自由裁量に基づいて行われているもので
あると従業員が知覚することに依存していると
考えられている（Eisenberger et al., 1997）。外
的な制約の影響を受けているような行為に比べ
て，裁量的な行為は従業員に対する組織の志向
性をより強く表していると考えられているため
である。給料や昇進などの魅力的な職務条件や
組織からの報酬を組織の自由裁量に基づく行為
によるものと従業員が信じている方が POS に
より貢献するのである。どんなに好ましい対
応であっても，それが外的な制約によるもの
であれば POS にはほとんど影響しないのであ

る（Eisenberger & Stinglhamber, 2011）。組織
による好意的（または非好意的）な対応や取り
組みの POS への影響は，それらが組織の自由
裁量に基づくものであると従業員に知覚されて
いる場合に，より大きくなるということである

（Eisenberger et al., 2004）。
実際に Eisenberger, Cummings, Armeli ほか

（1997）では，POS に対する好意的な取り組
みの裁量的な性質の重要性が確認されている。
Eisenberger et al.（1997）は，様々な組織から
収集した合計 295 名のデータを用いて，職務条
件の好ましさと POS との関係が，組織の行為
の自由度に関する従業員の知覚に依存している
かどうかを検証している。分析の結果，高い裁
量下での職務条件の好ましさは，低い裁量下で
の職務条件よりも約 5.5 倍の POS の分散を説
明することが明らかになった。この結果をもと
に Eisenberger et al.（1997）は，組織的裁量
が職務条件の好ましさと POS との関係をモデ
レートすることを主張している。

3.3　 組織的誠実さ 
（Organizational Sincerity）

OST における「組織的誠実さ」とは，肯定
的関心を表明することによる POS への影響は，
それが識別可能な場合や好ましい結果を有す
る場合に，より大きなものになるという考え
方である（Eisenberger & Stinglhamber, 2011, 
p.39）。ここでの肯定的関心には，成果に対す
る賞賛や承認のみならず困難に直面していると
きの気遣いなどが含まれる。

働く人々の多くは，日ごろの経験を通じて，
個人による好意的な評価が本心から表明され
たものではなく，状況に応じた社会的な慣習
や下心によるお世辞として表明されたもので
ある場合があることを理解している。そこで，
OST では，組織の代表者から表明された肯定
的関心に対して従業員が価値を見出すのは，そ
の肯定的関心が組織の代表者の本心から表明
されたものであると従業員がみなしている場
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合であることを主張している（Eisenberger & 
Stinglhamber, 2011）。

加えて，Eisenberger & Stinglhamber（2011）
は，組織の代表者による好意的な評価が，具体
的な好意的な対応や取り組みに結びついていな
いのであれば，従業員はそのような評価を本心
によるものでないと判断し，POS は向上しな
いと指摘している。そのため，賞賛や承認，表
彰などは，これらが優れた業績や報酬と連動し
ているときに心からなされたものとして認識さ
れ，その結果 POS の向上に寄与するのである。

3.4　 組織的体現 
（Organizational Embodiment）

Eisenberger & Stinglhamber（2011）によれ
ば「組織的体現」とは「上司やその他の組織
エージェントが組織と同一化しているとみな
されている場合に彼ら・彼女らの行為は組織
に帰される（p.39）」という考え方のことであ
る。さらにEisenberger & Stinglhamber（2011）
は，働く人々の未来にとって最も重要なものは
自分たちに対する組織の志向性であるため，上
司の行為を通じて組織の志向性を理解しようと
すると主張している。そして，上司からの支援
が組織による肯定的な評価を表しているかを決
めるために，従業員は上司の対応が主に上司自
身の価値観や動機，目標を反映したものである
のか，それとも組織の価値観や目標を表してい
るのかを比較検討すると考えられている。この
ようにして，働く人々は，上司が組織のアイデ
ンティティをどれだけ共有しているかを評価す
ることで，上司による対応が組織の志向性をど
の程度反映しているかどうかを決めるのである

（Eisenberger & Stinglhamber, 2011）。OST で
は，このような組織のアイデンティティを上司
がどれだけ共有しているかに関する従業員の知
覚のことを「上司の組織的体現（Supervisor’s 
Organizational Embodiment）」と呼ばれている

（Eisenberger, Karagonlar, Stinglhamber ほか，
2010）。

4．先行変数としてのPOS

POS を先行変数として扱った研究の多くは，
社会的交換理論と互恵規範の考え方に依拠し
て POS から結果変数への影響についての仮説
を導出し，検証を行っている（Allen, Shore 
& Griffeth, 2003；Panaccio & Vandenberghe, 
2009；Rhoades et al., 2001 など）。つまり，組
織による従業員に対する肯定的な評価や従業員
の well-being への配慮といった組織からの支援

（コミットメント）を従業員が感じれば感じる
ほど，その従業員は組織に対する好意を強め，
組織のために貢献しようとさらなる努力をする
ようになるのである（Aselage & Eisenberger, 
2003）。

Eisenberger et al.（1986）は，社会的交換理
論と互恵規範の考え方に従うことで，POS が
組織の目的達成への援助に対する義務感の醸
成や組織に対する感情的コミットメントの向上，
業績－報酬の期待の強化をもたらすことを主張
している。実際に，POSは義務感6（Eisenberger, 
Armeli, Rexwinkel ほか，2001），感情的コミ
ットメント（Maertz, Griffeth, Campell ほか，
2007；Panaccio & Vandenberghe, 2009；Shore, 
Tetrick, Lynch et al., 2006 など），業績－報酬
の期待（Eisenberger et al., 1990）と正の相関
があることが経験的に示されている。

現在までに，これら以外に先行要因として
の POS との間に正の相関関係が経験的に明ら
かにされているものには，職務満足（Allen et 
al., 2003；Hochwarter, Kacmar, Perrewé ほか，
2003），OCB（Shore & Wayne, 1993；Wayne 
et al., 1997 など），主観的業績（Hochwarter 
et al., 2003），役割内業績（Eisenberger et al., 
1990；Lynch, Eisenberger & Armeli, 1999），
組織に基づく自尊心7（Chen, Aryee & Lee, 2005；
Lee & Pecce, 2007），役割外業績（Chen, Eisen-
berger, Johnson ほか，2009），ジョブ・インボル
ブメント（Cropanzano et al., 1997；O’Driscoll 
& Randal l ,  1999），規範的コミットメント
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（Maertz et al., 2007；Panaccio & Vandenber-
ghe, 2009），ポジティブ気分（positive mood）

（Eisenberger et al., 2001），ワーク・エンゲージ
メント（Kinnunen, Feldt & Makikangas, 2008）
などがある。その一方で，POSと負の相関関係
にあることが経験的に示されているものには，離
職意思（Guzzo, Noonan & Elron, 1994；Wayne 
et al., 1997），離転職（Eisenberger, Stinglham-
ber, Vandenberghe ほか，2002），常習的欠勤

（Eisenberger et al., 1986；Eisenberger et al., 
1990），遅刻（Eder & Eisenberger, 2008），継続
的コミットメント（O’Driscoll & Randall, 1999）
などが含まれている。

5．POSに影響を与える先行要因

これまでに，POS の先行要因として様々
な変数が経験的に検証されてきた。たとえば，
Wayne, Shore, Bommer ほか（2002）では，HR
施策としての包摂（inclusion）8 と承認に加え公
正性が POS の規定要因であることが確認されて
いる。さらには，上司の支援，組織内政治，役
割葛藤などが POS の先行要因であることが経
験的に確認されている。これらの多くは OST の
考え方を基礎に導出された先行要因である。本
稿では，Allen et al.（2003）や Eisenberger et 
al.（2004），Eisenberger & Stinglhamber（2011），
Rhoades & Eisenberger（2002）を参考に，POS
の先行変数として経験的に支持されている要因
を中心に整理している。

5.1　公正性
POS の先行要因として頻繁に検証されてい

るのが公正性（fairness または justice）9 に関わ
る変数である。従業員に対して公正に対応しよ
うとするための組織の努力は，従業員は注意深
い評価を受ける価値のある存在であるという考
え方のみならず従業員の意見への配慮の表れで
あるため，POS に影響を及ぼすと考えられて
いる（Eisenberger & Stinglhamber, 2011）。

組織的公正性研究では主要な 3 形態の公正

性を対象に議論がなされている。第 1 が分配
的公正性であり，意思決定の結果に関する知
覚された公正性である。第 2 が手続き的公正性
で，意思決定に用いられる手続きの知覚された
公正性である。第 3 が相互作用的公正性で，意
思決定が権威者によってどのように実行される
かについての知覚された公正性のことである

（Colquitt & Greenberg, 2003）。
POS 研究では，分配的公正性よりも手続

き的公正性のほうが POS に対してより大き
な影響力を有していることが指摘されている

（Eisenberger et al., 2004；Rhoades & Eisen-
berger, 2002；Shore & Shore, 1995；Wayne et 
al., 2002）10。手続き的公正性が POS に影響を
及ぼすのは，それが従業員の幸福に対する関心
の表れであるためである。また，Fasolo（1995）
は「手続きは，組織の自由裁量に基づく活動と
して従業員に評価される場合もある（p.190）」
と指摘しているように，公正性の知覚は組織の
自由裁量に基づく行為に対する評価の一側面で
もある（Moorman, Blakely & Niehoff, 1998；
Wayne et al., 2002）。

実際に，手続き的公正性と POS との間には
正の相関があることが経験的に確認されてい
る（Moorman et al., 1998；Roch & Shanock, 
2006）。たとえば，Moorman et al.（1998）は
手続き的公正性から OCB への影響過程を分析
する際に，手続き的公正性と POS との関係を
検証している 11。Moorman et al.（1998）は，
Eisenberger et al.（1990）による「従業員に恩
恵をもたらした組織による肯定的な自由裁量に
基づく行為（positive discretionary actions）は，
組織が従業員の well-being を気にかけていたと
いう証拠としてみなされるだろう（p.51）」12 と
いう指摘をもとに，手続き的公正性は組織によ
る自由裁量に基づく行為の一つとして従業員に
評価されうるものと考え，手続き的公正性を
POS の先行変数としている。米国中西部の陸
軍病院で働いている一般労働者とその上司 157
組のデータを分析した結果，手続き的公正性が
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POS と正の有意な関係にあることが明らかに
なった。

POS に対する分配的公正性の肯定的な影響
も経験的に確認されている（Fasolo, 1995；Loi 
et al. 2006；Wayne et al., 2002）。たとえば，
Wayne et al.（2002）は Moorman et al. （1998）
同様に Eisenberger et al.（1990）の指摘をも
とに，手続き的公正性のみならず分配的公正性
の知覚は組織による自由裁量に基づく行為であ
ると考え，POS の先行要因として仮説の検証
を行っている。金属加工工場に勤める従業員
211 名とその上司 31 名による 211 組のデータ
を用いて POS の先行変数と結果変数を検証す
る過程で，手続き的公正性のみならず分配的公
正性も POS と有意な正の相関関係であること
を明らかにしている。

相互作用的公正性もPOSと正の関係があるこ
とが確認されている。Buffardi, Ford, Kurtessis
ほか（2009）によるメタ分析では相互作用的公
正性も POS と正の関係にあることが示されて
いる 13。

また，先行要因としての相互作用的公正性の
影響は，組織的公正性と社会的交換の関係を考
察する研究（Masterson et al., 2000；Roch & 
Shanock, 2006；Tekleab, Takeuchi & Taylor, 
2005）の中でも検討されているが，ここでは
論理的には POS とは無関係であるといった仮
定のもと研究が行われている。Masterson et 
al.（2000）は，従業員による相互作用的公正性
の知覚と上司に関連した態度や行動との関係
は，上司との関係の質の知覚である LMX によ
って媒介され，一方，手続き的公正性の知覚と
組織に関連した態度や行動との関係は，組織と
の関係の質の知覚である POS によって媒介さ
れるという仮説を米国北東部の公立大学に勤め
る大学職員 651 名のデータを用いて検証してい
る。構造方程式モデルによる分析の結果は，仮
説を支持するものであり，手続き的公正性は
POS と関連しているが，相互作用的公正性は
LMX のみにしか関連していないことを示して

いる。同様の結果は，米国東部の公立大学に勤
める大学職員 191 名を対象とした Tekleab et 
al.（2005）の中でも確認されている。現在のと
ころ，相互作用的公正性とPOSとの関係に関し
ては，関連性の存在を経験的に支持する立場と，
論理的にも経験的にも関連性の存在を支持しな
い立場があるため，これらの矛盾する見解の統
一を目指した研究が求められる。

5.2　組織内政治
公正性と対立する概念である組織内政治も

POS の規定要因として注目されている（Harris, 
Harris & Harvey, 2007）。なぜなら，組織内政
治の知覚は公正性の知覚とは大きく矛盾するた
め POS の低下につながると考えられている。政
治色の強い環境では，パフォーマンスと報酬と
の関係が曖昧になり，意思決定における公正性
に関する問題が生じることになる。そのような
環境では，パフォーマンスが報酬に結び付くと
いう期待や組織エージェントは承認や尊敬の欲
求を充足してくれるといった期待を従業員は抱
けなくなるのである（Hochwarter et al., 2003）。

Hochwarter et al.（2003）は，組織内政治の
知覚が POS を媒介して職務満足や感情的コミ
ットメントなどの成果変数に影響を及ぼしてい
ることを検証する過程で，組織内政治の知覚
が POS と負の関係にあることを明らかにして
いる。Hochwarter et al.（2003）では，「組織
内政治の知覚」を調査対象者の組織内での階層
を基準に 3 つのレベルに分類して分析を行って
いる。3 つのレベルとは，調査対象者と同等の
階層，調査対象者の一つ上の階層，最も高い階
層である。フルタイム労働者 311 名から得た
データの分析を通じて，最も高い階層と一つ上
の階層での政治的な活動が POS と負の有意な
関係が示され，調査対象者の一つ上の階層での
政治的な側面の知覚が POS に最も強い負の影
響を及ぼしていることが示されている。また，
Rhoades & Eisenberger（2002）によるメタ分
析の中でも組織内政治と POS は負の有意な関
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係であることが確認されている。

5.3　HR施策
企業が提供する HR 施策は従業員に対する企

業の姿勢や態度を内包するため，POS の重要
な先行要因であることが多くの研究の中で指摘
されている 14（Allen et al., 2003；Hutchison & 
Garstka, 1996；Shore & Shore, 1995；Wayne 
et al., 1997；Wayne et al., 2002）。

Shore & Shore（1995）は，組織による従業
員への投資をあらわす自由裁量に基づくHR 施
策や組織的な承認を POS の主要な先行要因で
あると主張している。また，Wayne et al. （1997）
は「様々な HR 施策や人事に関わる意思決定に
よって生み出される従業員の報酬の歴史は POS
に寄与するであろう（p.87）」とも述べている。
これまでの研究で，POS の先行要因として，
育成・能力開発，報酬・昇進，参加型意思決
定，職務の確保，自律性などの HR 施策が経験
的に検証され支持を得ている（Eisenberger & 
Stinglhamber, 2011；Rhoades & Eisenberger, 
2002）。

Wayne et al.（1997）は，Shore & Shore（1995）
に従い，組織による肯定的な評価を意味するも
のとして従業員に認識される HR 施策が POS
を高めると考え，様々な HR 施策の中から公式
または非公式の研修・能力開発と昇進の機会
の 2 種類を取り上げ，これらの施策が POS の
先行変数として機能していることを確認してい
る。また，Allen et al.（2003）も能力開発に関
する施策を取り上げて分析を行っている。具体
的には，HR 施策に対する知覚を意思決定への
参加，報酬の公正性，成長機会に対する認知で
測定し，2 つのサンプル群を用いて POS との
関係を個別に分析している。分析の結果は，両
サンプルとも HR 施策の知覚が POS の先行変
数となっていることを示している。Tansky & 
Cohen（2001）は病院で働く管理者を対象とし
た調査から，キャリア発達経験に対する満足感
が POS と正の関係があることを発見している。

HR 施策の中でも人事評価や報酬に焦点をあ
てたものに Hutchison & Garstka（1996）や
Rhoades et al.（2001） が あ る。Hutchison & 
Garstka（1996）は，OST の主張ならびに組織
コミットメント研究の知見をもとに，業績評価
は従業員に報いる組織の意志を表すことによっ
て組織から支援されているという感覚を引き
起こすと仮定している。Hutchison & Garstka

（1996）では，組織目標の達成への従業員の貢
献に対する組織の評価を表す代表的な施策とし
て業績評価プロセスにおけるフィードバックと
目標設定への参加が取り上げられている。分析
の結果，フィードバックと目標設定への参加が
POS とそれぞれ有意な正の関係であることが
示された。また，Rhoades et al.（2001）では，
組織的報酬と POS の関係を検証している。こ
こでの組織的報酬は①承認，②賃金，③昇進，
それぞれの機会に対する好感度で評価したもの
であり，POS と有意な正の関係にあることが
わかっている。

こういった変数以外に Wayne et al.（2002）
では，HR 施策の中の包摂と承認が先行変数と
して取り上げられ検討されている。分析結果は
仮説を支持するものであり，これらの HR 施策
と POS との間には有意な正の関係が示されて
いる。Rhoades & Eisenberger（2002）による
メタ分析の中でも HR 施策に関連する変数であ
るトレーニング，組織的報酬，賃金，昇進は，
それぞれ POS と正の相関があることが確認さ
れている。

5.4　上司の支援
従業員は，組織による自分たちに対する評価

についての全般的な知覚を形成するのと同じよ
うに，上司が自分たちの貢献をどの程度評価
し，well-being にどの程度配慮してくれている
かに関する全般的な知覚も抱くことになる。上
司に対するこのような知覚を POS 研究では，

「知覚された上司の支援（Perceived supervisor 
support：以下 PSS）」と呼んでいる。組織にお
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いて上司は，部下に対する指示や部下の評価の
責任を負った組織のエージェントでもあるた
め，従業員は上司の彼らに対する好意的な志向
性を組織による支援として捉えるようになるの
である（Eisenberger et al., 2002）。

Shore & Shore（1995）は，POS の主要な先
行要因として，HR 施策以外にトップマネジメ
ントや上司，同僚が信頼でき支援的であると
いう知覚をあげている。実際に上司の支援を
POS に影響を及ぼす変数として検討している
研究では，POS との正の関係が確認されている

（Eisenberger et al., 2002；Hutchison, 1997a；
Maertz, Griffeth, Campell ほか，2007；Rhoades 
et al., 2001；Shanock & Eisenberger, 2006）。

Rhoades et al.（2001）は，様々な組織から
収集した 367 名のデータを用いて，先行変数

（組織的報酬，手続き的公正性，PSS）が POS
を媒介して感情的コミットメントに影響を与え
ていることを検証している。構造方程式モデリ
ングによる分析の結果，PSS が POS に正の影
響を及ぼしていることが示されている。また，
米国南東部にある行政機関で働く 225 名のソー
シャルワーカーを対象とした Maertz, Griffeth, 
Campell ほか（2007）の中でも，PSS と POS と
の間の正の相関が示されている。

PSS と POS との関係は，Eisenberger et al. 
（2002）の中でも検討されており，この研究で
はパネルデータを用いて PSS と POS との関係
における因果の方向性を考察している。Eisen-
berger et al.（2002）は，ベルギーの大学を卒
業した 314 名に対して，最初の調査から 3 か月
後に再調査することで 2 時点のデータを収集し
ている。構造方程式モデルを用いた分析では，
勤続年数と組織の規模をコントロールしても，
PSS が POS の経時的な変化に正の有意な相関
があることが見出された。この結果をもとに，
OST の想定を支持し，PSS は POS の原因であ
って結果ではないことを主張している。

5.5　役割ストレッサー
ストレッサーも POS に影響を及ぼす要因の

一つであると考えられている（Eisenberger & 
Stinglhamber, 2011）。POS 研究では，主に組
織内での役割に関するストレッサーの影響に注
目している（Dekker & Barling, 1995；Jones, 
Flynn, & Kelloway, 1995）。実際に役割ストレ
ッサーである役割葛藤の POS への直接的な
効果を検証しているのが Andrews & Kacmar

（2001）である。Andrews & Kacmar（2001）
は，米国の水資源管理局で働く 418 名から得た
データを用いて，構造方程式モデリングによる
分析を行うことで，役割葛藤が POS へ負の影
響を及ぼしていることを明らかにしている。ま
た，Rhoades & Eisenberger（2002）のメタ分
析では，先行要因として役割ストレッサーが検
証されている。ここでは役割ストレッサーの下
位概念として役割葛藤と役割曖昧性が含まれて
いる。分析を通じて役割ストレッサーは POS
と負の関係であることが明らかになっている。

POS の直接の先行要因として役割スト
レッサーを検証しているわけではないが，
Hutchison（1997a）も有益な示唆を与えてくれ
る。Hutchison（1997a）は，Mowday, Porter & 
Steers（1982）に依拠して，3 種類の先行変数

（役割に関する変数，構造的変数，仕事経験）が
第 1 段階の媒介変数である組織的信頼性（orga-
nizational dependability）15 と PSS を経由して，
第 2 段階の媒介変数である POS に影響を及ぼ
し，最終的に感情的コミットメントへと結びつ
く 2 段階媒介を検証している。ここでは役割に
関する変数として役割曖昧性と役割葛藤を取り
上げている。米国西部の大学に所属する 207 名
のデータを相関分析した結果，役割曖昧性のみ
POS との負の有意な相関が認められた。さら
に，パス解析を行った結果，役割曖昧性と役割
葛藤は組織的依存可能性を経由して POS へと
影響を及ぼしていることが示された。この研究
は役割ストレッサーが POS の先行変数となり
うる間接的な証拠といえるであろう。
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5.6　従業員特性 16

先行研究は主として POS に影響を与える組
織的な要因に注目してきたため，傾性的要因

（個人側の要因）の影響についてあまり関心が
払われてこなかった（Rhoades & Eisenberger, 
2002）。しかし，パーソナリティや傾性的要
因は従業員が組織の対応を解釈する際に影響
することで POS に寄与するだけでなく従業員
の行動への影響を通じて POS に作用すると考
えられている（Eisenberger & Stinglhamber, 
2011）。たとえば，ポジティブ感情特性（posi-
tive affectivity）は，開放的でフレンドリーな
振る舞いにつながり，その振る舞いが他者に好
印象を与え，結果的に同僚や上司とのより効果
的な職場関係を築くことで POS の向上へと結
びつくと考えられている。対照的に，ネガティ
ブ感情特性（negative affectivity）から生まれ
る攻撃的で無作法な振る舞いは，効果的な職
場関係の構築を阻害することで POS の低下を
もたらすと想定されている（Rhoades & Eisen-
berger, 2002）。

Rhoades & Eisenberger（2002）によるメタ
分析では，パーソナリティ変数として，勤勉
性・良心性，ネガティブ感情，ポジティブ感情
が，デモグラフィック変数として年齢，教育，
ジェンダー，勤続年数が取り上げられている。
分析を通じて，これらすべての変数が POS と
有意な相関があることが確認されている。

5.7　組織の規模
大きな組織よりも小さな組織のほうが自分の

価値をより実感しやすいために組織の規模も
POS の先行要因の一つとして考えられている

（Rhoades & Eisenberger, 2002）。Dekker & 
Barling（1995）は 112 名の事務員から収集し
たデータをもとに組織の規模と POS の相関分
析を行ったところ，負の有意な関係が存在する
ことを明らかにしている。Lynch, Eisenberger 
& Armeli（1999）や Rhoades et al.（2001）の
中でも組織の規模と POS とは負の関係にあ

ることが確認されている。また，Rhoades & 
Eisenberger（2002）によるメタ分析の中でも
POS の先行変数として検証され，中程度の負
の相関が示されている。しかし，組織の規模
を含め組織の構造的な要因による POS への影
響については十分な知見の蓄積があるとはい
えないため今後のさらなる研究が必要となる

（Dekker & Barling 1995）。

6．POSの影響過程の経験的研究の整理

ここでは，POS の影響過程を考察している
経験的な研究を①先行変数としての POS から
最終的な結果変数までの影響過程に関する研究
群と②先行変数から結果変数への影響過程に
おける媒介変数としての POS に関する研究群
の 2 つに分けて整理する。以下では，前者の
研究群に焦点を当て後者に関する研究群は章
を改めて整理する。前者の代表的な研究には
Eisenberger et al.（2001） や Chen, Aryee & 
Lee（2005），Lee & Pecce（2007）などがある。

Eisenberger et al.（2001）では，POS が義
務感を経て最終的な結果変数に影響を及ぼすと
いう OST が想定している一連のプロセスが検
証されている。Eisenberger et al.（2001）は，
POS と結果変数（感情的コミットメント，組
織的自発性，役割内業績，離脱行動）との関
係を媒介する変数として義務感とポジティブ気
分を取り上げ，郵便処理施設に従事する 413 名
のデータをもとに検証している。分析の結果，
POS は義務感を媒介して感情的コミットメン
ト，組織的自発性，役割内業績を高めることが
示された。同時に，POS はポジティブ気分を
経由して最終的な結果変数である感情的コミッ
トメント，組織的自発性を高めることが明らか
にされた。

Lee & Pecce（2007）では，POS が社会情
緒的な欲求を充足するという OST の主張をも
とに，POS が自己の価値や自尊心を高めると
いう点に注目した仮説の検証が行われている。
Lee & Pecce（2007）は，POS の感情的コミッ
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トメントへの影響は，組織文脈での自尊心をあ
らわす組織に基づく自尊心（organization-based 
self-esteem：以下 OBSE）を媒介しているとい
う仮説を提示している。Lee & Pecce（2007）
は，韓国の異なる 2 つの銀行からそれぞれ 456
名と 454 名分のデータを収集し，サンプル群ご
とに個別に分析を行い POS が OBSE を高め，
それが感情的コミットメントを引き起こすとい
うプロセスを明らかにしている。

Chen et al.（2005）は，POS が社会情緒的
な欲求を充足するだけでなく，組織に対する
信頼感も高めるという OST の主張を経験的に
確認している。Chen et al.（2005）では，POS
の影響は組織に対する信頼（trust in organiza-
tion：以下 TIO）と OBSE をそれぞれ経由し
て結果変数（組織コミットメント，役割内業
績，OCB）へと及ぼしているという仮説を検
証している。なお，Chen et al.（2005）では，
OCB として組織志向の次元である熱狂的支援

（boosterism）と誠実さ（conscientiousness）
が取り上げられている。仮説の検証には中国南
部の主要都市にある複数企業の従業員とその上
司の合計 190 組のデータを用いて構造方程式モ
デリングを行っている。分析の結果は仮説を支
持するものであり，POS が TIO を高め，組織
コミットメント，役割内業績，熱狂的支援を高
めることが示された。同時に，POS が OBSE を
高め，組織コミットメント，役割内業績，熱狂
的支援と誠実さを高めることが明らかになった。

7．媒介変数（Mediator）としてのPOS

最近では，POS の媒介効果を支持する研究
も蓄積されてきている。Wayne et al.（1997）
では，HR 施策が POS を媒介して結果変数へ
と影響を及ぼしていることが定量的に検証さ
れている。Wayne et al.（1997）は，OST の考
えを参考に，組織による肯定的な評価を意味
するものとして従業員に認識される HR 施策

（能力開発と昇進の機会）を位置づけ，HR 施
策が POS を高めるという仮説を提示している。

POS の結果変数への影響に関しては，社会的
交換理論の考えに従い POS が組織にとっての
肯定的な態度や行動に結びつくと考えている。
仮説を検証するために従業員 2 万人以上の米国
企業の中から 252 組の上司－部下のデータを用
いている。分析の結果，HR 施策が POS を媒
介して結果変数（感情的コミットメント，離職
意思，OCB）に影響を及ぼしていることが明
らかにされている。

同様に，Allen et al.（2003）の中でも，HR
施策（意思決定への参加，報酬の公正性，成長
機会）と離転職との関係における POS の媒介
効果が確認されている。Allen et al.（2003）は，
Wayne et al.（1997）や Rhoades et al.（2001）
などの先行研究をもとに，従業員への投資や貢
献に対する承認を表す HR 施策が POS に寄与
するといった仮説を立てている。さらに，POS
から離転職への影響に関しては社会的交換理
論を基礎に仮説を提示している。2 つのサンプ
ル群を用いて個別に分析した結果，HR 施策は
POS を媒介し組織コミットメントと同時に職
務満足に影響を与え，さらに離転職の意思を経
て実際の離転職に結びつくというプロセスであ
ることが示された。

離転職プロセスにおける POS の媒介効果は，
Eisenberger et al.（2002）やTekleab et al. （2005）
の中でも確認されている。Eisenberger et al. 

（2002）は，OSTに依拠して POS が PSS の離転
職への負の効果を媒介しているという仮説を提
示し検証を試みている。米国北東部にある大型
の家電ディスカウントストアで働く493 名から
収集したデータをもとに仮説を検証したところ，
PSSと離転職との関係において POS が媒介変数
として機能していることが明らかにされている。

また，Tekleab et al.（2005）は Moorman et 
al.（1998）や Masterson et al.（2000）で得ら
れた実証研究の知見をもとに，公正性の知覚と
組織に関連する態度や行動は，組織との関係性
の質である POS を媒介するという仮説の検証
を行っている。Tekleab et al.（2005）は，組
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織的公正性の離転職への影響を考察するため
に，3 時点のデータを用いる 3wave-panel デザ
インのモデルを提示している。米国東部の公立
大学に勤める大学職員 191 名から収集したデー
タを構造方程式モデリングによって分析した結
果，手続き公正性は POS を経由し，2 時点目
の心理的契約の違反を経て，職務満足へと続
き，さらには離職意思を経由して 3 時点目の実
際の離職転職へと影響を及ぼしていることが明
らかになっている。

さらには，上述した Hutchison（1997a）の
中でも POS の媒介効果が確認されている。
Hutchison（1997a）は，3 種類の先行変数（役
割に関する変数，構造的変数，仕事経験）が
まず組織的信頼性と PSS に影響を及ぼし，次
に POS を経由して，最終的に感情的コミッ
トメントへと結びつく 2 段階媒介を検証す
るために Mowday et al.（1982）による組織
コミットメント研究の知見と Eisenberger et 
al.（1986）の主張を基礎に仮説を構築している。
Hutchison（1997a）では，3 種類の先行変数に
関する従業員の知覚は，経営層や上司からの支
援についての知覚の基礎となり，さらに，組織
に関する全般的な知覚（POS）を形成する基礎
となるという仮説が提示されている。米国西部
の大学に所属する 207 名のデータを分析した結
果はこの仮説を支持するものであった。

また，Rhoades et al.（2001）でも，OST の
考え方に従い，組織的報酬，手続き的公正性，
上司の支援といった要因が POS を媒介して
感情的コミットメントに影響を与えているこ
とが経験的に示されている。加えて，上述し
た Moorman et al.（1998）による米国中西部

の陸軍病院で働いている一般労働者を対象と
した研究の中でも，手続き的公正性が POS を
媒介して OCB に影響を及ぼしていることが示
されている。POS の媒介効果を確認するため
に Moorman et al.（1998） は Eisenberger et 
al.（1990）の主張を参考に，組織による肯定
的な評価を表すものとして手続き的公正性が
POS を高めると考え仮説を立てている。分析
を通じて，手続き的公正性と OCB との関係に
おいて POS が媒介変数として機能しているこ
とが確認されたのである。

8．結　論

8.1　先行研究の総括
近年，日本における労働の多様化の進展に伴

い従来型の個人と組織の関係が揺らぐ中，組織
はその存続のために，どうすれば多様な労働者
との間に良好な関係を築けるのか，どうすれば
彼ら・彼女らから高いコミットメントを引き出
し組織のために貢献してもらえるのかといった
問題に直面することになる。そこで，本稿では
こういった問題を考察する際に有益な理論的視
点として期待される POS に注目し，先行研究
のレビューを行った。

本稿の目的の一つは，組織行動論や人的資源
管理論において高い注目を集めている POS の
理論に関する整理を行うことであった。先行研
究のレビューを通じて，POS を説明する理論
や立場は OST のみであることが明らかになっ
た。OST は社会的交換理論と互恵規範を理論
的基礎とするため交換関係から個人と組織との
関係を捉えようとする枠組みである。POS の
影響過程のロジックに関する OST の考えを簡

出典：筆者作成

図 1　POSの基本ロジック

POS
肯定的な評価の知覚
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潔に整理したものが図 1 である。
まず，POS がどのようにして高まるかにつ

いて OST では，組織による好意的な取り組み
や対応が POS を高めると考えられている。な
ぜなら，組織による好意的な取り組みは，従業
員に対する肯定的な評価だけでなく好意的な配
慮や善意を示唆しているためである。つまり，
OST の主張に基づけば，組織の行為や対応の
背後に肯定的な評価や好意的な配慮を見いだす
ことによって働く人々の POS が高まると理解
することができる。続いて，OST では POS が
高まるとどのような反応や結果をもたらすかに
関しては，互恵規範の考え方が基礎となってい
る。要するに，組織からの支援を感じる（POS
が高まる）と，従業員は組織への恩返しとして，
組織の目的達成のために貢献しようとさらなる
努力をするようになるのである。

本稿のもう一つの目的は，経験的研究の結果
を統合し，POS の先行変数から結果変数まで
を包括的にモデル化することであった。経験的
研究の多くは，「POS の基本ロジック（図 1）」

に基づいた仮説の提示とその検証を行い，知見
を蓄積してきたといえる。これまでに明らか
になった発見事実を統合し，POS を取り巻く
影響過程として POS の先行変数から最終的な
結果変数までの影響過程を包括的にモデル化
したものが図 2 である。図 2 の左側にあるの
が POS の先行変数である。ここでは，Meyer 
& Allen（1997）を参考に先行変数を遠因的

（distal）要因と近因的（proximal）要因に分類
している。本稿では先行研究を通じて経験的な
支持を得ている POS の先行変数を，遠因的な
ものとして組織的特徴，HR 施策，個人特性，
近因的なものとして仕事経験と役割状態に分類
している。

図 2 は，先行変数が POS に影響を与え，さ
らに中間変数を経由して最終的な結果変数に結
びつくまでのプロセスを示している。先行研究
を通じて，POS と最終的な結果変数を結びつ
ける変数（本稿では「中間変数」と呼ぶこと
にする）として，義務感，OBSE，TIO，ポジ
ティブ気分が経験的に支持されている（Chen 

出典：筆者作成

図 2　POSの影響過程の概観
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et al., 2005；Eisenberger et al., 2001；Lee & 
Pecce, 2007）。POS は，中間変数を経て様々な
結果変数へと結びついてことも明らかになって
いる。結果変数は，大きく分類すると態度的な
変数（組織コミットメント，職務満足）と行動
的な変数（業績，離転職）とに分類すること
が可能である。また，態度的な変数と行動的
な変数を結びつける変数として OCB と離職意
思とが経験的な支持を得ている 17。たとえば，
Allen et al.（2003）では，POS は組織コミッ
トメントと職務満足を経由して離職意思に影響
を及ぼし最終的な離転職に結びつくことが実証
されている。また，Wayne et al.（1997）は，
POS が OCB を経て業績へと影響を及ぼしてい
ることを明らかにしている。

8.2　今後の展望
本稿では，POS 研究のレビューを行い，先

行要因から POS への影響と POS から結果変数
への影響に関する基本的なロジック（図 1）を
整理するとともに，POS を取り巻く影響過程
という観点から発見事実を統合したモデル（図
2）の提示を試みた。POS の影響過程に関する
理解の深化のために，メカニズムやプロセスに
関する研究は今後も重要なテーマである。最後
に，POS 研究の今後の展望について考察し本
稿を閉じることにする。

今後の研究課題の一つとして考えられるのが
測定尺度の吟味である。POSを扱った経験的研
究のほぼ全てが POS の測定尺度に Eisenberg-
er et al.（1986）によって開発された SPOS を
使用している（Eisenberger & Stinglhamber, 
2011）。POS の測定尺度としての信頼性を確認
する過程で，Eisenberger et al.（1986）は主成
分分析や（探索的な）因子分析に加え内的一貫
性の確認を行い 36 項目が単一次元として収束
することを主張している。その後の研究では，
Eisenberger et al.（1986）が主張する単一次元
性を前提に，36 項目の中から負荷量の高い項
目を選び短縮版を作成し，POS の測定尺度と

して信頼性や弁別妥当性の検証がなされてきた
（Rhoades & Eisenberger, 2002）。オリジナル
版の 36 項目を用いて単一次元性を確認した研
究は Eisenberger et al.（1986）を除いては見
当たらない。そのため，36 項目から構成され
るオリジナル版が単一次元として収束するとい
う点に関しては，十分な証拠に基づいた結論と
は言いがたいのである。仮に，POS が多次元
性を持つようであれば，各次元を代表する項目
をもとに短縮版の測定尺度が作成されなければ
妥当性の高い測定がなされているとはいえなく
なる。そもそも，POS の概念自体が，従業員
の貢献に対する組織の評価という側面と組織に
よる従業員の well-being への配慮という論理的
には異なる側面を含んでおり，オリジナル版の
SPOS の項目も様々な状況や場面での組織によ
る従業員に対する評価を表していることを考慮
すると測定尺度の内容的妥当性を含めた次元性
については今一度確認が必要となろう。

今後，日本で POS 研究を展開するためには，
既存の測定尺度の次元性の吟味に加えて，日本
の文化や労働慣行を反映した尺度へと改良する
必要がある。Eisenberger et al.（1986）の測定
尺度は基本的には米国の労働者にとっての組織
からの支援（肯定的な評価や好意的な配慮）を
把握するためのものであるため，雇用慣行や労
働文化の違う日本で POS 研究を展開する際に
既存の尺度を無批判に用いることは決して好ま
しくない。たとえば，オリジナル版では「私が
一時解雇されたときは，組織は私を再雇用する
よりも新しい人を雇用するだろう。（If I were 
laid off, the organization would prefer to hire 
someone new rather than take me back.）」や

「もし，私が携わっている職務がなくなるなら，
組織は私を新しい職務につけるよりも解雇を
選ぶだろう。（If my job were eliminated, the 
organization would prefer to lay me off rather 
than transfer me to a new job.）」といった項
目は，現在の日本での労働慣行を踏まえると適
切な項目とはいえない。そのためには，まず，
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日本企業で働く人々にとって「従業員の貢献に
対して肯定的な評価を示している組織」や「従
業員の well-being に対して高い配慮を示して
いる組織」とはどのような組織なのかについて
理解を深めるとともに，その知見をもとに既存
の測定尺度の改良を目指す研究が求められてく
る。こういった研究を通じて，日本人にとって
の「従業員に対して高い支援を示している組
織」と米国人のそれとでは共通する部分もあれ
ば，相違する部分も存在することが明らかにな
ると思われ，多国籍企業の人材マネジメントに
対する有益な示唆が期待できる。

POS 研究の残された課題は，POS への先行
要因の影響を調整するモデレータの経験的な
研究である。先行研究レビューを通じて，POS
を考察している経験的研究の多くが OST から
導出される POS の先行要因との関係や POS の
結果に関する検証であることが明らかになっ
た。そのため，POS への先行要因の影響を調
整するモデレータの経験的な検証は十分にな
されているとはいえない状態である。たとえ
ば，OST では，POS の発達は組織の擬人化に
よって促進されると主張されているが，この主
張は必ずしも経験的に検証されているわけでは
ない（Coyle-Shapiro & Shore, 2007）。同様に，
先行要因と POS との関係を調整する要因とし
て指摘されている組織的誠実さや組織的体現に
関しても経験的に確認されているわけではない
のである。現在のところ，組織的裁量に関して
は経験的な検証が試みられており，OST の考
え方を支持する結果が報告されている。特に今
後は OST の最も基本的な考え方ともいえる組
織の擬人化に関する経験的研究が求められる。
これまでも，組織の擬人化は批判にさらされつ
つも十分に吟味されることはなかった（Coyle-
Shapiro & Shore, 2007）。そのため，働く人々
は組織を擬人化するのかどうか，そうであるな
らその過程はどのようにして生じるのかといっ
た点に関しては明らかにされているわけではな
い。仮に組織の擬人化が生じていた場合にもそ

こには多くの課題が残されている。たとえば，
組織の擬人化の過程においてどの組織エージェ
ントが重要な役割を担っているのかといった問
題である。OST では，組織の擬人化において
管理者の役割を強調しているが，組織の擬人化
に対するその他の組織エージェントの影響力と
の比較を経験的に確認しているわけではない。
今後は，POS と先行変数との関係を調整する
モデレータの効果や OST の中で提示されてい
る基本的な考え方を検証するような経験的研究
の蓄積が求められてくる。

また，今後は分析対象を正規雇用者だけでな
く非正規雇用者まで拡大した経験的研究がなさ
れる必要がある（Liden, Wayne, Kraimer ほか，
2003）。これまでの POS 研究の対象者は主にフ
ルタイムで働く正規労働者であった。今日の日
本における就業者全体に占める非正規労働者の
増大を踏まえると，彼ら・彼女らからも高いコ
ミットメントを引き出すことは組織運営上ます
ます重要な課題となる。同じ日本人でも，長期
的な雇用を前提とする正規労働者と長期雇用を
前提とされない非正規労働者とでは，同じ対応
や取り組みであっても組織からの好意的な関心
や配慮として認識されないことも十分に考えら
れる。そのため，今後は対象とする範囲を非正
規雇用者まで広げて知見の蓄積を目指す研究が
求められる。こういった点を明らかにすること
は，働く人々の職務態度や行動の説明における
理論的な貢献のみならず多様性を吸収できるよ
うな HR 施策や仕組みを必要とする多様化時代
の人材マネジメントに対する実践的な貢献も期
待できる。

POS 研究の発展のための課題の一つは，POS
の先行要因の精査である。上述したように，相
互作用的公正性と POS との関係に関して，統
一的な見解がないことや役割ストレッサー，従
業員特性，組織の規模に関して，十分な経験
的検証がなされていないことを指摘した。今
後は，POS の先行要因として統一的な見解を
目指した経験的研究を通じた知見の蓄積が必
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要となる。本稿で整理した先行要因のほかに，
Eisenberger & Stinglhamber（2011）の中では，

「就職前の経験」，「経営層によるコミュニケー
ション」，「就業の形態」などが先行要因として
指摘されている。今後はこういった先行要因の
理論化に向けた考察と測定尺度の開発を含めた
研究を実施することで，先行変数の内容をより
洗練させていくことが必要である。また，本稿
では Meyer & Allen（1997）に依拠して先行
変数を遠因的要因と近因的要因とに分類した。
しかし，この関係は実際に確認されているわけ
ではないため，経験的な研究を通じた検証が求
められてくる。

これまでに明らかになっている POS に関す
る知見の多くは，主に米国において展開された
研究から得られたものである。近年では，米国
以外の労働者を対象とした研究も蓄積されて
きており，韓国や中国の労働者を対象とした
POS 研究も行われている（Chen et al., 2005；
Lee & Pecce, 2007；Yoon, Han & Seo, 1996；
Yoon & Lim, 1999；Zhang, Farh & Wang, 
2012）。これらの研究を通じてアジア圏での
POS の適用可能性も確認されている。今後は，
先行研究の延長線上にある追試のみならず，日
本人の労働観や日本の雇用慣行を考慮した理論
的・経験的な POS 研究の蓄積が行われ，日本
独自の POS の影響過程についての理解を深化
させることが求められる。

謝　辞
本稿の執筆にあたり守島基博先生（一橋大
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注
１ POS に対する注目の高まりは出版された論文数

の動向からも読み取れる。EBSCOhost による

キーワード検索の結果，タイトルに「Perceived 
Organizational Support」または「POS」と入っ
た出版された論文は 2012 年 3 月時点で 86 件であ
った。2001 年以降は毎年論文が出版されており，
2006 年以降は急激に増加している。これは，働く
人々の態度や行動のみならず個人と組織との関係
性を考察する際の理論的視座としての POS の高
い有用性のあらわれともいえる。

２ well-being は，安寧や幸福感，満足，充実感，充
足感，福祉といった様々に訳されることがあり，
含意も多く，日本語への変換が困難であるため
well-being のまま用いられる例も少なくない（小
野，2011）。本稿でも well-being をそのまま用い
ることにする。

３ POS の定義は論文によっては多少異なる。たと
えば，Eisenberger et al.（1997）では「a general 
belief」の部分が「a general perception」となっ
ている。ただし，すべての研究において，POS は
組織が表す従業員の貢献に対する評価と従業員の
well-being への関心についての従業員の全般的な
評価を表す概念であることは一貫している。

４ Eisenberger et al.（1997）は，オリジナル版の 36
項目の中から因子負荷量の大きい 8 項目からなる
短縮版を作成し，その次元単一性と信頼性を検証
している。Eisenberger et al.（1997）によって短
縮版も高い信頼性が確保されていることが示され
ている（α ＝ 0.90）。

５ Eisenberger & Stinglhamber（2011） は OST を
「POS の原因の説明と予測のみならず，従業員の
心理的な well-being や，組織に対する肯定的な志
向性，組織にとって好ましい労働成果，に対する
POS の肯定的な結果の説明と予測のための理論

（p.26）」と位置付けている。このように，OST
は，POS の形成や発達を説明する理論だけでな
く，POS がもたらす結果や影響を説明する理論で
ある。

６ Eisenberger et al.（2001）によれば，義務感とは
「組織の well-being に配慮すべきか，組織が目標
を達成するのを援助すべきかについての規範的な
信念（p.42）」のことである。OST では，POS は
義務感の向上をもたらすと考えられている。なお，
POS は組織の従業員に対する肯定的な評価と従業
員の幸福への配慮を意味している経験に基づく信
念であるのに対して義務感は組織に対して好意的
であるべきかどうかについての倫理観に基づく信
念であるため，異なる概念として位置付けられて
いる（Eisenberger & Stinglhamber, 2011）。

７ 組織に基づく自尊心とは「組織メンバーが組織的
文脈における役割に参加することで自分自身の
欲求を充足させることが出来ると信じている程度
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（Pierce, Gardner, Cummings ほか，1989, p.625）」
のことである。

８ 包摂（inclusion）とは，組織における重要な意
思決定プロセスへの参加機会とマネジメント層
からの特権的なコミュニケーション（privileged 
communication）を受け取る機会のことを表す概
念 で あ る（Wayne, Shore, Bommer ほ か，2002, 
p.592）

９ fairness を「公正」とし justice を「正義」と訳す
場合もあるが，社会心理学の領域では fairness お
よび justice の両方について「公正」と訳すこと
が多いだけでなく，「公正」，「公平」，「正義」を
明確に区別せずに使用することがある。本稿では
fairness と justice をともに「公正性」と訳してい
る。

10 手続き的公正性の方が POS に対する影響力が大
きいのは，分配的公正性よりも手続き的公正性の
方が直面する頻度が高いためである（Eisenberger 
et al., 2004）。

11 この研究では OCB を「対人的援助（interpersonal 
helping）」，「個別的主導権（individual initiative）」，

「勤勉（personal industry）」，「誠実な応援者（loyal 
boosterism）」の 4 次元で捉えている。

12 最近の OST の考え方では，POS への影響にとっ
て重要なのは，組織による扱いや対応が好意的で
あるかどうかという点である。「組織的裁量」の
ところで述べているように，組織による扱いや対
応自体の自発的・裁量的な側面は，先行変数と
して備えておかなければならない要件ではなく，
先行変数から POS への影響を調整するモデレー
タとして位置づけられている（Eisenberger & 
Stinglhamber, 2011）。要するに，POSへの影響は，
組織による扱いや対応が好意的であれば十分であ
り，必ずしも自由裁量に基づくものでなければな
らないというわけではない。

13 Buffardi, Ford, Kurtessis ほか（2009）のメタ分
析の結果は，シンポジウムでの発表内容であり入
手困難であるため，Eisenberger & Stinglhamber

（2011）の 76 頁の記述に依拠している。
14 Eisenberger & Stinglhamber（2011） は POS の

先行要因の議論の中で，HR 施策を「報酬と職務
条件」と同等の意味で用いており，その中には，
期待された報酬，トレーニングと能力開発経験，
雇用保障，自律性，組織の規模，役割ストレッ
サー，仕事と家庭に関する方針を含めている。し
かし，Lepak, Liao, Chung ほか（2006）が HR 施
策を「特定の成果を達成するために設計された特
定の組織的な行為」としているように，ここでは，
HR 施策として組織が提供することが可能なもの
に焦点を当てて議論する。

15 組織的信頼性とは「従業員の well-being に対し
て組織は気配りしてくれるという従業員の信念

（p.165）」を表す概念のことである。
16 個人特性に関する変数を扱った研究の多くが学

位論文や未刊行のものであるため，ここでの
議論は主に Rhoades & Eisenberger（2002）と
Eisenberger & Stinglhamber（2011）を参考に整
理している。

17 Podsakoff, MacKenzie, Paine ほか（2000）による
OCB のメタ分析の中で，従業員の満足と組織コ
ミットメントは OCB の先行変数として機能して
いることが確認されている。
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